
鈴木です。本日はお忙しいところ、当社の2025年3月期第1四半期の決算説明会にご参加
いただきありがとうございます。



こちらは、FY24第1四半期決算のポイントになります。
この第1四半期は、販売動向を含めて想定線での運営ができたと認識しています。産業機
械事業につきましては、需要水準は決して高くありませんが、想定の範囲内だったと見ていま
す。また、後半に向けて受注回復の兆しも見えてきています。一方、自動車につきましては、
グローバル生産台数は対前年で横ばいですが、中国は増産、日本や欧州は減産となりまし
た。また、日系メーカーにおける認証不正の問題や、中国での販売不振など計画に対し内
訳は変わってきていると認識しています。為替につきましては円安が進行しました。このよう
な状況下、当社の第1四半期の決算は、売上高2,005億円、営業利益59億円、率で
2.9％と、対前年同期で増収増益となりました。基本的な運営は、想定していたとおりでき
ており、後半に向けての受注状況も鑑み、5月に公表しました今期の業績予想は変更して
いません。売上高8,200億円、営業利益360億円、率で4.4％ということです。また、期初
に構造改革等々についてのお話もさせていただきましたが、その進捗についても後ほどご説明
させていただきます。



第1四半期のサマリーになります。売上高2,005億円、営業利益59億円、営業利益率
2.9％、当期利益が19億円で、増収増益となりました。ただし、為替の影響が数表の
右端に書いてありますが、売上高では128億円程度あり、値上げもありましたので、実質
ベースは減収と見ています。しかしながら、計画に対しては想定どおりとなっています。為替
レートについてはドル、ユーロ、人民元ともに前年同期に比べて大きく円安が進みました。



営業利益の増減について、ご説明します。
左側に前年FY23第1四半期の営業利益41億円、右端に当期の59億円があり、その増
減分析となります。左側から２つ目の物量／MIXは、実質物量が減っているとご説明させて
いただきましたが、その物量の減による影響が９億円程度減益要因になったと見ています。
それに対し、物量の減少に伴う人員体制の見直しや、生産性の改善、コストダウンなどの原
価低減を14億円程度効果を出し、物量減少影響をカバーでき、プラスが少し出ています。
一方、インフレによるコスト上昇と賃金上昇の影響が15億円の減益要因となりましたが、
それに対し売価転嫁が11億円となりました。若干のマイナスとなりますが、損益への影響を
ほぼ抑えることができたと思っています。為替の円安影響は20億円強あり、一過性の費用、
これはエンジン車関係向けの製品の体制について改善を進めている費用として５億円程度
かかり、59億円の営業利益になりました。



続きまして事業別に見ていきます。まずは産業機械事業です。
売上高905億円、利益が27億円と対前年同期に比べて増収増益でしたが、為替の影響
があり、それを除くと実質物量は減収です。しかしながら、足元ではBBレシオは１倍を超える
水準へ回復しており、例えば軸受においては、この第1四半期の実績の中でも引き続き鉄
道向けが堅調に推移しています。また、受注については工作機械向け等に回復の動きが見
えています。精機製品につきましても、工作機械向けに加えて半導体製造装置向けでも受
注が増える兆しを確認しています。



自動車事業は売上高1,005億円、利益が31億円となりました。こちらも増収増益となりま
したが為替の影響を除いては、若干の減収となります。グローバルの生産台数は横ばいだっ
たと認識していますが、日系メーカーの減産影響もあり、当社の売上高は微減となりました。
そのような状況ではありますが、これまでの売価の値上げを含めた改善活動の結果も現れて
きており、ページの右側に業績推移がありますが、トレンドとしては上昇傾向と考えています。
ご案内のとおり、FY23の第3四半期や第4四半期には値上げの遡及効果もありましたので
、少し利益は高くなっています。また、この第1四半期については一過性要因がありましたが、
それらを除きますと、現在進めている改善活動の結果が現れてきていると認識しています。



このような足元の状況や先行きを含めて、業績予想についてご説明します。
為替や金利の動向、地政学リスクなど事業環境の先行きは不透明と考えています。引き
続き慎重に、場合によっては迅速な対応が必要になるという認識のもとで運営をしてまいり
ます。産機の受注は増加傾向となっていますので、我々としてはそれを確実に取り込んで
いくことが重要な活動と考えています。後半回復の前提を維持し、業績予想を据え置きまし
た。また、構造改革についても計画どおり進めるとともに、コスト上昇に対する売価転嫁、加
えて原価低減の取組みによって収益の改善を推進していく方針に変更はありません。売上
高8,200億円、営業利益360億円、4.4％、当期利益は190億円となっています。



事業別の業績予想のご説明になります。
ページ上段が産業機械事業です。欧州の需要低迷や中国の回復遅れのリスクを十分認
識していますが、一方で客先の在庫調整が進展していること、受注は回復傾向にある状況
と認識しています。右側にセクター別の需要動向について記載していますが、ほぼ全てのセク
ターで後半上がっていくと見ています。例えば工作機械につきましては、5月、6月と続けて日
工会の受注状況がプラスになっています。射出成形機向けについても、当社の受注は増
えてきています。特に精機製品については、後半に向けての生産増への対応準備も今進め
ているところです。自動車につきましては、生産台数は、年間でもほぼ横ばいと見ています。
もちろん日系メーカーの減産リスクを見極めながらの運営になりますが、後半については
前半よりも生産台数が増えていくことを想定していますので、売上高4,050億円、利益
180億円は変えないということで進めたいと考えています。



続いて、構造改革等の進捗、取り組みについてご説明をさせていただきます。
5月の決算説明会において、今後必要な構造改革を進めていくことをお伝えしました。
FY24においては50億円程度、FY25には10億円程度の費用をかけ、FY26の年間の効
果として90億円の増益効果を見込む構造改革を推進していくとご説明させていただいてい
ます。その一環として、ここに三つ挙げています。一つ目は欧州の生産子会社であるノイベッ
ク社というドイツにある産業機械用軸受の生産子会社の売却について合意をいたしました。
ノイベック社は、Neuwegブランド/デザインの軸受を生産している会社です。1990年に
NSKがイギリスのUPIというRHPブランドを持っているベアリング会社を買収した際にNSKグ
ループの一員となりました。以来、運営をしてまいりましたが、NSKの既存事業とのシナジーが
限定的であること、さらには欧州におけるコスト上昇もあり、今般売却の合意に至りました。
二つ目は、エンジン車関係の製品についての生産再編を進めるというものです。それについて
準備中のものも含めて進行しており、FY24第1四半期でその費用の一部として5億円程度
の計上をしています。三つ目はステアリング事業です。カーブアウトの方針の下、昨年8月1
日にJISとの合弁会社を設立しました。それに基づき、インドにつきましては、もともとジョイント
ベンチャーを組んでいましたので、そのジョイントベンチャー先を含めて最適な形について検討
し、交渉を進めてきた結果、従来からジョイントベンチャーのパートナーであるRane 
Holdings社に、当社が保有するインドのステアリング子会社（Rane NSK Steering 
Systems）の51%の株式全てを売却することについて合意したものです。



最後に組織再編の取組みになります。
中期経営計画を達成していくために各種施策を進めており、そのうちの１つが組織再編
です。まず最初に、当社の100％子会社であるNSKロジスティックス（日本の物流子会社
）についてSBSホールディングス社と合意をし、当社が保有している100％のうち66.61％
の株式を売却することに合意をいたしました。この結果、NSKロジスティックスはSBSの子会
社となり、NSKとしては持分法適用会社になる予定です。物流問題2024年が顕在化す
る中、外部環境の変化への対応や持続可能な物流機能の担保に加え、さらなる発展、成
⾧のために、今般SBSホールディングスとの協業を決めたことになります。加えてグループ子会
社2社の吸収合併を、この4月１日に行いました。2000年だったと思いますが、旧商法
の改正等によって会社分割の法整備が整いました。そうした背景をもって、当時NSKは機
能部門の分社を進めてまいりましたが、その１つがIT関係のNSKネットアンドシステム、もう
一つが人事関係のNSK人事サービスとなります。これらについて、ITに関してはDXを徹底的
に進めるという中で、IT部門のリソースの効率的な活用を行うために、吸収合併をすることに
いたしました。また、人事サービスにつきましても、人的資本の活用という中で、人事部門を
一体化をして進めていく必要があるということで吸収合併をしたものです。

以上が第1四半期の決算、業績予想および構造改革の進捗のご説明となります。
ありがとうございました。


















